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核兵器廃絶を呼びかけるさまざまな宗教団体による共同声明の強力なメッセージは、バラ

ク・オバマ大統領が５月２７日に広島を訪問するとの決定に対する国連の潘基文事務総長

の反応によって、強く支持されている。 

 

オバマ氏は、１９４５年８月６日に米国が投下

した史上初の原子爆弾で壊滅したこの日本の

都市を先進７カ国首脳会議（G７）参加の機会

を捉えて訪問する初の米国の現役大統領とな

る。広島への原爆投下の３日後には長崎を壊滅

させた第２の原爆投下が続き、合計で２０万人

以上が犠牲となった。 

 

「潘基文事務総長はオバマ大統領の広島訪問

OEWG Chair Ambassador Thani Thongphakdi (second from left) receiving an interfaith statement 

on May 3 from representatives of PAX, the SGI and the WCC. From right to left: Peter Prove of the 

WCC, Susi Snyder of PAX and Hirotsugu Terasaki of the SGI. 
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の決定を大いに歓迎しています。事務総長にとって、広島（の被爆経験から）学ぶべき普

遍の教訓の一つは、核兵器は完全に廃絶しなければならないというものです。」と国連のス

テファン・ドゥジャリッチ報道官は語った。 

 

「この訪問が、改めて核軍縮の必要性を訴える世界的なメッセージとなることを願ってい

ます。そしてそれは、潘事務総長が呼びかけていることでもあります。」とドゥジャリッチ

報道官は語った。 

 

潘事務総長に関連したこの発言は、「核兵器なき世界」への潘氏の強いコミットメントを背

景としている。同時にそれは、世界から核兵器をなくすことを誓った２００９年４月の歴

史的なオバマ大統領のプラハ演説を想起させるものだ。オバマ大統領はこの演説の中で、

オバマ政権は「核兵器のない平和で安全な世界を追求するとアメリカの約束」を果たすと

宣言した。 

 

２０１６年公開作業部会（OEWG）第２会期（５月２日～１３日）の開幕にあたって発表

された共同声明は、核兵器廃絶が道徳的・倫理的責務であることを強調している。作業部

会は、多国間の核軍縮交渉を前進させることを目的に設置されたものだ。 
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作業部会は、核兵器のない世界の達成と維持のために

必要な具体的かつ効果的な法的措置・条項・規範につ

いて実質的に協議するために、２０１５年１２月に国

連総会が採択した決議により招集されている。第一会

期は２月に開かれた。 

 

共同声明は、信仰を基盤とした団体からおよそ３５の

個人が賛同しており、５月３日、作業部会の議長を務

めるタイのタニ・トーンパクディ大使に手交された。

１９４５年に広島と長崎が核攻撃を受けて以来、人類

は核兵器による「黙示録的な破壊の影のもとで暮らし

続けることを余儀なく」されているという事実を指摘

している点に、その重要性がある。 

 

ひとたび核兵器が使用されれば、人類文明のこれまで

の成果が破壊されるだけでなく、現世代は傷つき、将

来の世代も悲惨な運命へと追いやられる、と共同声明

は訴えている。 

 

共同声明はまた、「安全と尊厳の中で人類が生きる権利、良心と正義の要請、弱き者を守る

義務、未来の世代のために地球を守る責任感といった、私たちの信仰が掲げる価値観は、

核兵器と相容れるものではありません。」と述べている。 

 

共同声明は、以下３点に焦点をあて、作業部会に重要な課題として取り組むよう求めてい

る。 

 

１）人類に同じ経験を二度とさせてはならないと、核兵器廃絶を訴え続けている世界中の

ヒバクシャの声に耳を傾け心に刻み、核兵器の人道的影響が全ての核軍縮に関する努力の

中心に据え置かれるべきであることを再確認する。 

 

２）核軍縮に導く交渉を誠実に行いかつ完結させる義務を果たすよう、全ての国が国連公

開作業部会ならびにその後のプロセスに参加するよう呼びかけ続ける。 

 

３）国連総会に提出する報告書で、厳格な国際管理のもとでの、核兵器の禁止と廃絶を促

進する法的枠組みを詳細に示すこと。それは、全ての国々に開かれたいかなる国も阻止で

きない場で、遅滞のない交渉がなされなければならない。 
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関係筋によると、３つの主要な宗教団体―PAX、創

価学会インタナショナル（SGI）、世界教会協議会

（WCC）―が主導して、核兵器の非人道性を憂慮

する宗教コミュニティーによる共同声明を起草し

た。 

 

SGI の寺崎広嗣平和運動局長は、「公開作業部会で

の議論が、核時代の“終焉の始まり”への具体的な道

筋を開くことを期待しています。」と語った。 

 

PAX のスージー・スナイダー核軍縮プログラム・マ

ネージャーは、「全ての参加者が、道徳的で、倫理的で、人道的な観点の根幹から（議論を）

始めるよう促したい。核兵器への反対は言葉よりも大きなものでなくてはならないし、核

兵器を完全に禁止する新たな法的枠組みを通じて拘束力をもたせなくてはなりません。」と

語った。 

 

WCC 国際問題委員会の委員長代理であるエミリー・ウェルティ博士は、WCC の立場につ

いて、「私たちは心からの信念と信仰心から、核兵器の脅威に依存した安全保障を拒絶する

ものです。核兵器は、私たちの資源を罪深い形で乱用するものとみなすべきです。」と語っ

た。 

 

この共同声明は、ワシントン DC（２０１４年 4 月）およびウィーン（２０１４年１２月）

で開催した宗教間会議と、ニューヨークで開催された「核不拡散条約(NPT)運用検討会議」

（２０１５年４月）の際に、それぞれ発表してきた「宗教コミュニティーの共同声明」の

実績を踏まえたものである。 (05.11.2016) INPS Japan/ IDN-InDepth News 
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